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令和４年度 事業報告 

 

 

 

Ⅰ．概況 

 令和４年度の自家発電設備の需要は、新型コロナウイルス感染症やエネルギー価格の上昇等

の影響は多少あるものの、巨大地震や大型台風などの自然災害に備えた防災対策、ＢＣＰ対策

の一環として底堅く続きました。 

協会活動については、自家発電設備の信頼性や安全性の向上と更なる普及を目指し、製品認

証事業及び専門技術者養成事業を中心に新型コロナウイルス感染症対策を講じ着実に実施し

ました。 

各事業の活動概要は、次のとおりです。 

 

 

Ⅱ．事業活動 

 

１． 自家発電設備の製品認証 

 

（１）消防庁長官登録認定機関としての認定の実施 

消防法施行規則第３１条の４に規定する消防庁長官登録認定機関として、「自家発電 

設備の基準」に適合していることの認定を行いました。 

なお、認定件数は、防災用自家発電装置が更新１件、常用防災兼用発電装置が更新１件

でした。 

また、消防庁長官登録認定機関としての第６回更新審査を受審し、１１月１９日に登録

認定機関として更新されました。 

 

（２）製品認証機関としての認証の実施 

   ISO/IEC 17065に基づく製品認証機関として、自家発電装置等の認証基準に対する適合 

性評価の審査を実施し、認証委員会の決定に基づき、適合証明書等を発行しました。 

なお、前年度に(公財)日本適合性認定協会より製品認証機関としての第５回更新審   

査を受審し、４月１日に認証の更新が承認されました。 

（審査件数） 

審査の種類 令和４年度 

計画数(件) 

令和４年度 

実績数(件) 

計画比 

(％) 

前年度比 

(％) 

新 規 審 査   ０     １   －   － 

変 更 審 査  ０   ０   －     － 

更 新 審 査   ５    ３   ６０ １５０ 

サーベイランス ３０   ２５   ８３   １１４ 

 

（３）適合マーク等の交付 

製品認証機関の適合マーク、消防庁長官登録認定機関の認定マークを交付しました。 

 なお、消防庁長官登録認定機関の認定マーク交付枚数は、防災用自家発電装置及び常用

防災兼用発電装置の適合マーク交付枚数の合計と同数です。 
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（交付枚数） 

種 別 令和４年度 

計画数（枚） 

令和４年度 

実績数（枚） 

計画比 

（％） 

前年度比 

（％） 

防 災 用 適合マーク    ６,３００ ５,７４０ ９１ ８９ 

登録票 ２５,２００ ２４,９４９ ９９ ９１ 

常  用 適合マーク       ２００ １６１ ８１ ５６ 

登録票       ６００ ５１０ ８５ ５７ 

常用防災 

兼用 

適合マーク         １５         １０ ６７ ４８ 

登録票         ４５         ４４ ９８ ４３ 

可搬形 適合マーク ９,０００ １０,５２５ １１７ ９５ 

非常動力 

 

適合マーク １００ １０８ １０８ ９５ 

登録票 ２００ ８００ ４００ ４５５ 

     

                              

２．自家用発電設備専門技術者の養成 

 

（１）自家用発電設備専門技術者の講習・試験及び更新講習の実施 

 

① 新規資格取得に伴う講習・試験の実施 

    令和４年９月から１１月に、全国１０地区で延べ２３回の講習・試験を実施しました。 

   （受験申請者数）  

 令和４年度 
計画数(名) 

令和４年度 
実績数(名) 

計画比 

(％) 

前年度比 

(％) 

自家用発電設備 

専門技術者 １,１００ 

   

１,１０４ 

 

１００ 

    

９４ 

 

可搬形発電設備 

専門技術者 ７００ 

    

６４６ 

 

９２ 

    

８３ 

 

 

② 資格の更新に伴う講習(更新講習)の実施 

   令和４年８月から１１月に、全国１４地区で延べ４７回の更新講習を実施しました。 

（受講申請者数） 

 令和４年度 
計画数(名) 

令和４年度 
実績数(名) 

計画比 

(％) 

前年度比 

(％) 

自家用発電設備 

専門技術者 ３,３００ 

    

３,６２９ 

 

１１０ 

    

１０３ 

 

可搬形発電設備 

専門技術者 １,６００ 

    

１,７０４ 

 

１０７ 

    

９２ 
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③ 専門技術者資格保有者数 

    令和４年度末 

(名) 

令和３年度末 

(名) 

前年度比 

(％) 

自家用発電設備 

専門技術者 
２１,７８１ ２１,５８５ １０１ 

可搬形発電設備 

専門技術者 
９,８９９ ９,７７９ １０１ 

   

（２）点検済証の交付 

   専門技術者が発電設備の保守点検を行った際に貼付する点検済証を交付しました。 

  （交付枚数） 

種 別 令和４年度 

計画数(枚) 

令和４年度 

実績数(枚) 

計画比 

(％) 

前年度比 

(％) 

自家用発電設備 

点検済証 
１,５００ ２,４１２ １６１ １２７ 

可搬形発電設備 

点検済証 
６,５００ ７,７３０ １１９ １０８ 

 

（３）電気工事士法に定める特種電気工事資格者の認定申請への協力 

令和４年度の自家用発電設備専門技術者の据付工事資格取得者のうち２８６名に対し

て、電気工事士法で定める特種電気工事資格者（非常用予備発電装置工事資格者）の資格

取得に必要な認定申請の協力業務を行いました。 

 

 

３．規格・基準の整備と技術調査・研究活動 

 

（１）技術基準の協会規格(ＮＥＧＡ規格)の定期的見直し 

ＮＥＧＡ規格の定期的な維持・管理のため、技術基準専門委員会及び同作業会を開催し

ました。今年度は「非常動力装置技術基準」(NEGA C 341)の見直しを行い技術委員会の承

認を得ました。また、「防災用自家発電装置技術基準」(NEGA C 311)の見直しに着手しま

した。 

 

（２）自家発電設備に関するデータの収集と分析 

令和３年度、令和４年度上期の自家発電設備の国内設置状況について、防災用及び常用

防災兼用は適合マークの使用報告を、また、常用は会員会社からのアンケート回答結果を、

集計分析し、その結果をいずれも広報誌に掲載するなどして公表しました。 

 

（３）自家発電設備の出力算定ソフトウェアの販売 

出力算定ソフトウェア「NH1Ver.4.0S(高効率モータ対応版)」のユーザーサポートを   

継続するとともに、ユーザーからの質問や改善意見などへ対応しました。 

（販売数） 

 令和４年度 

  計画数（本） 

令和４年度 

  実績数（本） 

計画比 

（％） 

前年度比 

（％） 

出力算定 

ソフトウェア 
４０ ４０ １００ ８２ 
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また、「自家発電設備の出力算定法」（NEGA C 201）、「自家発電設備の出力算定法（資

料）解説編」（NEGA D 201）及び「発電機駆動用原動機の負荷投入特性の指針」（NEGA G 151）

の改定に向けて原動機の負荷投入特性の調査に着手しました。 

 

（４）ガス供給系統の評価 

「ガス専焼発電設備用ガス供給系統評価委員会」で、常用防災兼用ガス専焼発電設備を

都市ガスの単独供給により予備燃料なしで設置する場合に、その供給系統が消防法令の基

準に適合しているかを審査し、その決定に基づき評価書を８件発行しました。評価件数の

累計は３８１件となりました。 

（発行数） 

 令和４年度 

  計画数（件） 

令和４年度 

  実績数（件） 

計画比 

（％） 

前年度比 

（％） 

評価書 ８ ８ １００ ７３ 

 

（５）行政機関からの技術基準等の調査及び整備等への協力 

国土交通省大臣官房官庁営繕部から、令和３年版として発行された「建築設備計画基準」、

「建築設備設計基準」に対する意見照会および改定一次案に対する意見照会があり、作業

部会で検討し意見を提出しました。 

 

（６）消防機関等の研修会への講師派遣 

(一財)日本消防設備安全センターが実施する「第一種消防設備点検資格者」の非常 

電源に係る講習に講師を派遣しました。 

 

（７）災害時における自家発電設備の調査 

令和４年９月１９日に本州に上陸した台風第１４号、９月２３日に中部地方に接近した

台風第１５号により九州地方及び静岡県を中心に電力供給が広範囲に途絶し、甚大な被害

を及ぼしたので自家発電設備の稼働状況について調査を実施しました。調査結果は、ホー

ムページ及び広報誌で公表し、行政機関にも提供しました。 

 

 

Ⅲ．事務局関連 

 

（１）広報活動・情報公開について 

  ① 広報誌の発行 

    広報誌「内発協ニュース」を毎月発行し、協会の事業活動、行政情報（法令、政策等）、

業界活動、会員活動状況等を中心に広報を行いました。 

 

② 点検作業説明ビデオの頒布 

平成３０年６月の消防法令(消防庁告示等)の改正に係る点検作業の具体的な実施要領

を説明したＤＶＤを令和元年６月に販売を開始し、令和４年度は９本、総計で２１０本販

売しました。 

   

③ ホームページでの情報提供 

ホームページでは、各事業に係る情報をスピーディに発信し、また、法に定められた   

情報公開を適切に行いました。  
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（２）講演会の実施 

令和４年５月１３日の理事会・政策審議委員会合同会議終了後、東京大学特任教授の 

有馬 純 氏をお招きして、講演会（演題は「地球環境問題をめぐる内外情勢と日本の課題」）

を開催しました。 

また、令和５年３月１７日の同会議終了後、総務省消防庁予防課長の白石 暢彦 氏を 

お招きして、講演会（演題は「消防法に定める自家発電設備の運転性能に係る点検につい

て」）を開催し、終了後、意見交換を行いました。 

 

（３）視察研修会の実施 

令和４年度は下期視察会として３月２３日に東京ガス豊洲スマートエネルギーセンタ

ーにて４５名の参加人数で開催しました。なお、上期は新型コロナウイルス感染防止対策

のために開催を見合わせました。 

 

（４）表彰活動 

    ① 当協会表彰 

    当協会の事業運営に貢献された会員５名及び委員１名の方々に対し、功労者表彰を行

いました。（本年度は新型コロナウイルス感染症対策により、定時総会時での表彰式を

取り止め、受賞者には感謝状を送付しました。）  

 

② 官公庁表彰 

官公庁の表彰に会員各社より推薦しました。 

国土交通省（顕彰式は１０月１８日） 

「優秀施工者国土交通大臣顕彰（建設マスター）」７名 

「青年優秀施工者土地・建設産業局長顕彰（建設ジュニアマスター）」２名 
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令和４年度事業報告 附属明細書 

 

 

  令和４年度事業報告には、一般社団法人及び一般財団法人に関する法律施行規則 

第３４条第３項に規定する附属明細書「事業報告の内容を補足する重要な事項」が存 

在しないので作成していません。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 


